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緒 言
1972年以降約25年 間、宮城県内の保健所の食品衛生監視員 として食中毒発生 現場での
調査 に従事 し、食中毒 の社会的な影響の大 きさを痛感 してきた。1977年か ら約1年 間、東
北大学農学部食糧化学科食品衛生学講座 の受託研究員 と して貝毒の研究 の機会 に恵 まれ、
貴重 な研究成果 を得 ることができた。 この ことが契機 となって研修 を終了 した後 も、研修
で体得 した患者 の摂取毒量 と発症(症 状)の 関係を微生物性食中毒 にも応用 し食 中毒の行
政処分等の判断に手助けになるような資料の収集を行 ってきた。1998年から7年 間 のわが
国の食中毒 の発生 は年平均、約2,100件(患者数 は約32,700人)で、その発生件数 の約90%
以上が微生物性食中毒であることか ら、当該食中毒 を中心 に研究 を行 った。 また 食中毒 に
よる経済的な損失の算 出も食中毒への注意喚起 や衛生対策費用の効率的な設定の ために重
要 と考 え、 これ らも含めた幅広い研究を行 った。食中毒発生時に保健所は、患者 の症状 ・
潜伏時間、検体の検査結果、調理方法、汚染源 の追求等 をまとめ、食 中毒事件 調査報告書
と して本庁 へ提 出するが、現在、 これ らの報告書 を全 国の 自治体で共有するシス テムはな
く、その大半 は食中毒が発生 した 自治体 での活用 に限 られている。 しか し、現場 の体験 か
ら食中毒の原因究明には、疫学的な情報解析による食 中毒 の全体像の把握が重要 と考え、
これ らの収集 ・解析 を主要な手法 として研究を行 った。
第1章 では、下痢性貝毒の毒化海域 とその時期の把握、及び食中毒患者が食べ残 した貝
の毒量測定結果 と患者の貝の摂食個数か ら発症毒量を推定 した。 この推定結果 は、食 品衛
生法 による下痢性貝毒の規制値設定の参考資料 とな っている。第2章 では、従来、患者症
状等か ら経 験的 に行 ってきた原因菌種 の推定を科学的 に行 うための研究を行 った。 同一菌
種 による食 中毒で も症状の発生率(発 現率)や 患者多発潜伏時間は発生事例 によ って差が
あ ることか ら、過去 に発生 した食中毒患者の下痢、嘔吐、発熱の各発生率及 び患者多発潜
伏時間を原因菌種 ごとに集計 ・分類 した一覧表を作成 し、これで原因菌種の推定を試みた。
その結果、菌種推定の精度は良好で、現在、 これを コンピュータ化す るためのシステム構
築が宮城県で検討されている。第3章 では、食中毒事件調査報告書 を解析することにより、
サルモネラ食中毒の潜伏時間 と患者の摂取菌量 の関係 を研究 した。その結果、両者間 に負
の相 関関係が認め られ、一般的に8～24時間とされ る本食:中毒 の潜伏時間が、103以下の菌
の摂取では48時間以上 に延長 され ることが実証 され、本食中毒の潜伏時間についての概念
の一部修正が必要であることを明らかに した。第4章 では、食品営業者が食中毒 を起 こし
た場合 に患者へ支払われ る食品営業賠償共済(治 療費及び慰謝料)の 患者1人 当た りの平
均支払い金 額を菌種 ごとに算出 し、それ を各菌種 の症状の強度 を示す指標 とした。次に、
これを用いて、全国で発生 した細菌性食中毒 に適用 した場合の支払額をその損失 額 として
算 出した。第5章 では、患者268人の腸管 出血性大腸菌食中毒の医療費、看護費用、検査
費用、給食休止期間の未購入食材の費用及びその間の給食従事者の人件費、施設改善費等
を経済的な影響 と して算出 した。食中毒 による経済的損失 に関す る論文 は欧米で は多 くみ





安元 らによって 自然毒が原因 と確認 され、下痢性貝毒 と命名 された。本研究では、食中毒




を原因とする下痢性貝毒 による食中毒9事 例 を用いて、症状 ・潜伏時間等 につ いて調査
を行 った(衷1)。
2.毒量測定:1977年6月9日～8月11日の期間に宮城県各地で採取 した試料 にっいて、
図1に よる方法で毒量 を測定 した。調査内容 は以下 の通 りである。①宮城県沿 岸の毒化
海域 の把握。②ムラサキイガイの部位別 の毒の分布。③定点海域のムラサキイガイの経
時的及び水深別毒量の変化。④ムラサキイガイ、ホタテガイ、 アカザ ラガイ、 カキ及び
ホヤの毒量の比較。⑤ムラサキイガイの毒量 に対する加熱の影響。
3.患 者の摂取毒量の推定:次 の方法を用いた。①志津川湾及び女川湾産 のムラサキイガ
イによる2食 中毒事例の患者13人の摂食個数の調査と患者が食べ残 したムラサキイガイ
の採取を保健所に依頼。②食べ残 したムラサキイガイの中腸腺及びえ らの毒量 を測定。、
③ 中腸腺及びえ ら1g中 の各毒量 に、貝1個 の中腸腺及びえ らの重量 をそれぞれ乗 じ、そ




2.毒量測定: .(1)ムラサキイガイを部位別 に毒量を測定 した結果、中腸腺が6.9MU7g、
え ら0。4MUlg、その他の部位 は0.2MUlg未満であった(表2)。
(2)2定点でのムラサキイガイの毒量の経時的な消長調査では、いずれ も6月 下 旬～7月
上旬に毒量が著 しく増加 し、8月 中旬にはほぼ1MU!g以下 に減少 した(図4)。
(3)水深(Om、4m及び8m)別 にムラサキイガイを採取 し毒量 を測定 した結果、水深が
深 くなるに従 って毒量が増 える傾向が認め られた(図5)。
(4)種類別の調査 では、ムラサキイガイ、ホ タテガイ、 アカザ ラガイは毒化 しやす く、
カキは毒化 しに くく、ホヤは0.2MUlg未満でほ とんど毒化 していなか った(図6)。
(5)宮城県沿岸 の貝類等の毒化状況を図7に 示す。6月15日～7月18日 の期間 に、牡鹿
半島か ら唐桑町までの宮城県沿岸海域の二枚貝のほとんどが毒化 していた(図7)。
(6)貝毒 は熱に安定 してお り加熱による変化は認め られなか った(表3)。
3.患 者の摂取毒量 の推定:表4の2事 例 の患者の摂食個数 と食べ残 しのムラサキイガイ
の毒量を測定 し、それを用いて表5の 方法 で患者13人の摂取毒量:を推定 した。その結果、




-2-1 .食 中毒患者 の症状及 び潜伏 期 による原因菌種 分布表 の作成
食中毒が発生 した場合には、保健所では患者症状などから原因菌種 を推定 し、 迅速 に危
害の防止対策を講 じなければな らないが、それ は経験的に行われてい るのが現状 である。
そ こで、患者症状等から原因菌種 を推定す るため、発生頻度の高い7菌 種の原因菌種の分
布表 を作成 した。
(方法)
1.材料:過 去の食中毒事件調査報告書等の疫学データを収集 して解析 した(表6)。
2.症 状 による区分
(1)原因菌種 別 ・症状別 の発生率:下痢、嘔吐、発熱の各症状の発生率(発現率)0～100%
を12段 階 に区分け して、菌種別に食中毒事件 を各症状の発生率で、0%、0<～<10%、
10～<20%、… 以下同様 に90～<100%、100%に区分 し、各区分に分類され た事件数
の全体 に占める割合を算出 し、 これを事件構成割合 とした。例 と して黄色 ブ ドウ球菌食
中毒の下痢発生率に対する事件構成割合を表7に 示す。
(2)原因菌種別 ・症状の強度(程 度)別 の発生率:下 痢患者中の5回 以上の下痢を呈 し
た人の割合(5回 以上の下痢発生率)、嘔吐患者中の5回 以上の嘔吐発生率、発熱患者中
の38℃以上及び39℃以上の各発熱発生率 を症状の強度別の発生率 として求め、(1)と
同様 に各症状発生率の区分に事件を菌種別 に分け、それ らの事件構成割合をそれぞれ求
めた。 なお、黄色ブ ドウ球菌食中毒 の5回 以上の下痢発生率 について表8に 例示 した。
3.多 発潜伏時 間の算出:患 者が最 も多発 してい る時間を多発潜伏時間 とし、菌種別 に事
件 を潜伏時間の区分(2～3時 間 ごと)に 分類 し、各区分の事件構成割合を求めた。黄色
ブ ドウ球菌の例 を表9に 示す。
4.事件構成割合の数値 ・記号化:事件構成割合を、事件発生が全 く見 られない0%を(N)、
2%未満 をω 、2～<5%を(0)、5～<15%を(1)、15～<25%を(2)、以下同様 に85～<95%
を(9)として単純化 して 「数値 ・記号化」の欄に表 した(表7,8,9)。
5.原 因菌種分布表の作成 と検証:各 症状の発生率 に基づいて数値 ・記号 を菌種別 に表 し
た表10・1及び10・2の原因菌種分布表(SR分布表)と 多発潜伏時間に基づいて表 した表
11の原因菌種分布表(IP分布表)を 作成 し、 これ らにより各菌種の特徴を検証 した。
(結果及び考察)
表10・1及び10・2のSR分布表か ら各症状 の数値 ・記号を読み取 ることによって、各菌種
の与 える症状の特徴を把握で きた。例 えば、腸炎 ビブリオ、サルモネラ属菌及び毒素原性
大腸菌では、下痢発生率が100%で数値3、 すなわち患者の100%が下痢を呈 した事例が、
事例全体 の25～<35%あり、いずれ も下痢発生率が高いことを示 している。 また、嘔吐発
生率でみ ると、セ レウス菌及び黄色ブ ドウ球菌で高い発生率の事例が多いが、セ レウス菌
の5回 以上の嘔吐発生率は黄色ブ ドウ球菌 よりも低い事例が多い。発熱発生率では、サル
モネラ属菌及びカンピロバクターで高い発生率の事例が多い。表11のIP分 布表でも同様
に、例えば、セ レウス菌では多発潜伏時間が2時 間以内の食中毒事件が大半で、カンピロ




1.材 料 分布表 の作成 に用い た事件 をSR及 びIP分 布表 に当てはめて、食 中毒原因
菌種 の推定及 び演習 を行 った。
2.原 因菌種 分布表 を用いた演習及び区別率 の検証
次の推定基準を作成 し、 これに基づいて原因菌種 を推定 した。各事件 の下痢 、嘔 吐及
び発熱の各発生率 と、各症状の強度別の患者発生率をSR分 布表 に当てはめ、各症状の発
生率に対応す る数値 ・記号を菌種 ごとに読み取 る。次に、各事件の多発潜伏時 間に対応
す るIP分布表の数値 ・記号 を菌種ごとに読みとる。 これ らの数値 ・記号 を菌種別 に合計
し、次の推定基準 に当てはめて、区別率(的 中率)を 算出した。
5回以上の下痢発生率等の症状 の強度 を除 いてSR分 布表で推定 した場 合 と、症状
の強度 を含 めて推定 した場 合で区別率 を比較 した。 さ らに、IP分 布表 を使 用 しない
で、SR分 布表 のみを用 いた場合の区別率 について も検証 した。
[推定基準]
(1)分布表 から求め られた合計の数値が最大、かつ、第2番 目に大きい数値の菌種 よ り3
以上の差がある場合に原因菌種 とした。2以 内の差では区別不能(UI)と した。
(2)最大合計数値の菌種 と第2番 目に大きいものの差が2以 内でかつnが 含まれている
場合は、その菌種を否定 した。当該菌種間の差が3以 上であっても、最大合計数値の菌
種にnが 含まれている場合、互いに区別不能(UI)と した。
(3)合計値が同数の場合、11が含 まれてい るものは原因菌種 と しては否定 した。
(4)合計値 に記号(N)又はnが2個 以上認められ る場合には原因菌種 と しては否定 しない。
(結果及び考察)・
1.演習
表12に実際の腸炎 ビブ リオ事例 を解析 した1例 を示す。SR及びIP分布表の菌種別の
数値の合計値では腸炎 ビブ リオが最大の17とな り、原因菌種の可能性が最 も高い ことを
示 している。サルモネラ属菌 は16と 近似 した数値 を示 したが、発熱発生率が(N)となる
ので否定 された。
2.適 合率の把握
計156件を原因菌種別の分布表 に当てはめて判定 した結果 を表13に示す。SR及びIP
分布i表を併用 した場合、腸炎 ビブリオ42件中、39件(92.9%)が正 しく推定 され、区別
不能(UI)}まサルモネラ属菌 とウエルシュ菌が各1件 、誤推定(MJ)は ウエルシュ菌 が1
件 あったに過 ぎなかった。全菌種を通 して区別率 は高 く、区別率の低い毒素原性大腸菌
でも15事件中13件(86.7%)が正 しく推定され た。 しか し、各症状の強度 を含め ない
データで推定 した場合、7菌 種中6菌 種で区別率が3.9～23.5%ずつ低下 した。 またSR
分布表のみを使用 した場合、IP分布表との併用法 よりも、区別率はセ レウス菌以外で5.0
～75%ずつ低下 した。
以上の結果か ら、SR及びIP分布表を併用す る方法は、初動調査時の原因菌種の迅速 ・
的確な推定に大き く貢献 がで きると考えられる。
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第3章 サルモネラ食中毒の潜伏時間の長さに影響する要因に関する研究
サルモネ ラ属 菌はわが国の食 中毒の主要な原 因菌種 であ り、そ の食 中毒予防 対 策 は食
品衛生上重要 な課 題 となってい る。サルモ ネラ属菌 に よる食中毒の潜伏時間 は一般 的に
8～24時間で、6～48時間 の範囲に分布す るといわれ ている。前章の解析 の際 、小 中学
校及 び保育 園の給 食 を原因 とす る同食 中毒 で、患者 の中央潜伏 時間が一般 に知 られ てい
るよ りも長 い事例 が多 く見受 け られた。これ まで潜伏時間が長い事例が個別 に報 告 された
例はあるが、その要因についての解析 は十分に行われていない。そ こで、食 中毒事件 調査
報告書 をデータベー スと した疫学デー タを収集 ・解析 してそ の要因 につ いて解 析 した。
(方法)
1,過去の発生 した6㎞o質 θ陥 θ嘘 θ画翻臨β食 中毒185事例 の原因施 設 を6業 種 に分
類 して、 原因施設別 の患者の潜伏 時間の中央値(以 下 「中央潜伏時 間」 とい う。)に
っいて、 ヒス トグラム(図9)及 び分散 分析 によ り業種間で比較 した。
2.菌定量検 査が実施 されてい る9事 例 の検 査結果 を用 いて患者1人 当た りの推 定摂取
菌数 を算 出 し、各事例 の中央潜伏 時間 と1人 当た りの推定摂取菌数 の関係 について回
帰分析 した。
3.菌 定量検査が実施 されていない学校及 び保育 園給食 による食中毒事例50件 にっい
て、発症率 と中央潜伏 時間との関係 を回帰 分析 した。
4.原 因施設 の調理開始か ら摂食 され るまでの時間の長 さについて、分散分析 によ り6業
種間で比較 した。
(結果及び考察)
1.業 種間 で中央潜伏 時間を比較 した結 果、中央潜伏時 間の群別 の平 均値 は、飲食店 、
仕 出 ・弁 当、旅 館及び病院 ・福祉施設 で24.0～28.4時間、学校給 食では80.9時間、
保 育園給食 では64.8時間であ り、学校給食 ・保育 園給 食の中央潜伏 時間は、他業種
より有意 に長 か った(表14)。
2.表15の 菌定量検査 が実施 されてい る9事 例 を解析 した結果、1人 当た りの摂取菌
数 と中央潜伏 時間 とに有意 な負の相 関関係 が認 め られた(図10)。
3.菌 定量検査が実施 されていない学校 及び保育園給 食 による食中毒50事 例 の解析の
結 果、発症率 と中央潜伏時間 には負の相 関関係 が認 め られた(図11)。
4.学 校 ・保育園の調理から摂食までの平均時 間は他の業種 より有意に短い(表16)。
以上か ら学校 給食等で は、大量 の食材が用い られ るので菌濃度が希釈 され、さ らに調
理開始か ら摂食までの時間が短いために食品中の菌増殖は抑 えられて摂取菌数 が少な くな
ることが推定 された。 このことが結果的 に潜伏時間の延長 となってあらわれ てい ると考 え









す る資料の提供を受 け、賠償共済加入施設への菌種別支払い賠償金額 を解析 した。
2.'91～95年の488事例 の賠償金額及び患者数 を菌種別に集計 し、全事件 を菌種別 に分け
て 「菌種別 の患者1人 当た り平均賠償金額」 を求めた。
3,'91～95年の食中毒事件 を菌種別 に分類 し、1事件ごとに患者1人 当た り平均賠償金額を
算出 し、その最大及び最少賠償金額 を菌種別に求めた。
4.'91～95年に休業補償契約施設に支払われた1事 件当た りの平均、最高及び最低休業補
償金額に、'91～95年に全国の営業施設で発生 した事件数 をそれぞれ乗 じて、休業による
平均、最高及び最低推定損失額をそれぞれ算 出した。
5.'91～95年の 「全事件 における菌種別の患者1人 当た りの平均賠償金額」、 「1事件 ご
との1人 当た り平均賠償金額の菌種別の最高及び最低支払い賠償金額」に 「'91～95年の
全国の食 中毒事件 の菌種別患者数」 を菌種別 にそれぞれ乗 じた ものを、 「患者へ の菌種
別の平均、最高及び最低支払い推定賠償金額」 とし、それ らを平均、最高、最低支払い
金額 ごとに集計 し、患者の損失額の最大、平均、.最低推定損失額 を算 出 した。
6,'91～95年の患者の推定損失額 と営業施設 の休業による推定損失額を、平均、最高及び
最低推定金額別 に総和 し、 この期間の全国の細菌性食中毒の損失額を推定 した。





2.菌 種別 の1人 当た り平均支払い賠償金額 は、サルモネラ属菌 〉腸炎 ビブ リオ〉黄色ブ
ドウ球菌 〉カンピロバクター〉病原大腸菌 〉ウエルシュ菌の順 とな った(表17)。
3.1事件 での患者1人 当た りの最高支払い額を菌種間で比較す ると、サルモネラ食 中毒の
496,107円/人が最 も高額(図14)で 、最低支払い額 の菌種間の比較では、1事 件のみ
のセ レウス菌を除 くとカンピロバ クター食中毒の7,375円/人が最 も高額だった(図15)。
4.休業補償契約施設では、1事件 当た りの平均休業補償金額は489,468円で、最高及び最
低支払い事例 の金額 も算出 した(表18)。
5.'91～95年までの全国の細菌性食中毒の損失額を推定すると、平均からの算出では約
51億7千万円で、最高では619億2千万円、最低では5億1千 万円であった(表19)。
6.'91～95年まで と'96～97年までの賠償金額か ら算出された「菌種別患者1人 当た り平均
賠償金額」を比較 した ところ、金額 の大 きさの順番は相互にほとんど同 じであ り、菌種
別の平均的症状の強度 を示す指標 として適当と考え られる(図16)。
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第5章 小 学 校 で発 生 した腸 管 出血性 大 腸 菌0157:H:7集団 発 生 事 例 に お け る
経 済 的影 響 の算 出
北米や ヨーロ ッパでは、食中毒の注意喚起や食品衛生対策費用の合理的 な決定 のために
食中毒 による経済的損失 に関す る研究が数多 く報告 されているが、国内におけ る報告 は少
ない。 しか し、1996年以降、腸管出血性大腸菌0157:H:7(以下、「EH:ECO157」という。)
に汚染 された学校給食により9,492人が発症 し3人 が死亡 した堺市の食中毒事例 を始め、
大規模 な集団食 中毒が断続的に発生 して、その経済的な影響 はしば しば大 きな社会 問題 と
な った。そ こで、1996年に岩手県の小学校 の学校給食で発生 したEHECO157食中毒事件




通費を入院及び通院期間別にそれぞれ集計 し患者への支払い賠償金額 を算 出 した(表21)。
(2)患者は12才以下の学童なので、病気の子供 を看護 した母親が費や した時間を所得 の
損失 と して算出 した。 この際、「賃金構造基本統計調査」及び 「労働力調査年報」 を用い、
この年齢の学童をもつ母親1人1時 間当た りの損失額を求め(表22)、これに基づい て通院
では4時 間、入院で8時 間 として、母親の看護による損失額を算出 した。(3)専門家会議、
E正{ECO157食中毒の予防及び治療対策会議等の費用を、これ らの会議の参加者への謝金及
び旅費か ら算 出 した。(4)患者の診断やE且ECO157の汚染源究明のための検査 に費や し
た費用(培 地、試薬、機器、人件費等)を 求めた(表23)。
2間 接的 に生 じた経済的損失
(1)給食停止期間中(80日間)は 、予定の食材等が購入 されなかったので、給食構成表
を用いてその購入 されなかった食材費を算出 した(表24)。(2)給食停止期間 に給食のた
めに支 出が予定 されていたLPガ ス使用料、水道料及び電気料を前年度 の実績 か ら算出 し
た。(3)給 食関係職員(栄 養士1人 、調理員4人)へ 支払われた給食休止期間の給与及び
事業主負担の保険費を、1996年の年間1人 平均給与月額 に基づ き算出 した。(4)事件発
生 による給食用調理室の改善費等 にっいては、改善を請け負った業者や備品 ・器具 の仕入
先へ のそれぞれ の支払い金額から求めた。
(結果及び考察)
検査費(約26%)、 給食停止期間(151日間)の 給食関係職員に支払われた人件 費(約
17%)、患者の医療費等(約15%)、給食施設の修理改善費(約15%)が 高い割合を 占めて
いた。全学童及 びその患者家族を対象 として多数の検便 が実施 されたために、検査 のため
の消耗 品の費用 と検査担当職員の人件費を合計 した検査費は最 も高い割合とな った。 また
施設 は全面改修 が必要 とな り、その経費 も高額 となった。直接的な損失額及び間接的な費
用を合計 した今回の事例 による経済的な影響の総額は82,686,000円(表25)と試算 された。
死亡者や重症患・者がみられなかったために、他 の多 くの腸管 出血性大腸菌 よる集団食中毒




1.1976年～1977年にかけて多発 した宮城県産の二枚貝の 自然毒 による食中毒 にっ
いて調査 した ところ、6月 中旬～7月 中旬 にかけて、牡鹿半島以北の宮城県沿岸の
ほとんどすべての海域で下痢性貝毒 による毒化がみ られた。また、食 中毒事例 の摂
食残物のムラサキイガイの毒量の測定結果 と患者の摂取量の解析か ら、患者の摂取
毒量 は18～74MU!人と推定 された。
2.食 中毒事例 ごとの症状(下 痢 、嘔吐、発熱)の 発現率及び患者多 発潜伏時間 に基
づいて事件構成割合を算出 し、それにより食中毒原因菌種分布表 を作成 した。本分
布表 に過去の事例 の各症状 発生率及 び患者多発潜伏時間を当てはめて菌種推 定の
区別率を検証 した ところ高い精度で、原因菌種 と特定できることが明 らかとな った。
3.学校給食等で多発 してい る長 い潜伏時間のS:E食中毒の要 因について究 明するため
に、原因食品の菌定量検査結果 と患者の摂取食品量 から患者1人 当た り摂取菌量 を
推定 した。次にこの推定摂取菌量 と中央潜伏時間を回帰分析 した結果、両者 に有意
な負の相関関係がみ られた(p<0.01)。
4.食 品賠償共済加入施設の5年 間の食 中毒賠償金額 を菌種別 に集計 して、菌種別に
患者1人 当た りの平均賠償支払い額を算 出したところ、サルモネラ属菌 〉腸炎 ビブ
リオ〉黄色ブ ドウ球菌 〉カンピロバクター〉病原大腸菌〉ウエルシュ菌 とな り、サ
ルモネラ属菌が重い症状の患者の割合が最 も高い傾向が認め られた。次に、菌種別
の患者1人 当た りの賠償額 を用いて1991～1995年の全国で発生 した細菌性食中毒
の平均的 な損失額 を計算 した ところ約51億 円と推定 された。
5.1996年に岩手県の小学校の学校給食 により発生 した患者268人の腸管 出血性大腸
菌0157食中毒事件における経済的影響を、直接的な経済的損失 と間接的に生 じた
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毒畳 平均重量 毒量 平均重量
























































































p:腸炎ビブリオ、Sal:サルモネラ属 菌、Sta:黄色 ブドウ球 菌 、Cp=ウエルシュ菌
Bc:セレウス菌 、Camp:カンピロパクター、ETEC:毒素 原性大 腸菌
一240一
表7下 痢発生率に基づく事件構成割合の数値・記号化の一例(黄 色ブドウ球菌食中毒)















































































































































































































































































































































































































































































































































































































時間 Bc Sta Cp Vp SalETECCamp
多発潜伏
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18～〈21 (N)(N)(N) 1 2 (N)(N)69^一く72 (N)(M (N)(M (N)(N) 2
21～く24 (N)(N)(N) n z n (N)72～〈75 (N).(N)(N)(N)(N)(N) a
24～く27 (N)(N)(N) n 1 n (N)75^一く78 (N)(N)(N)(N)(N)(N) 0
27～く30 (N)(N)(N)(N) 1 n (N)78～<81 (N)(N)(N)(N)(N)(N) 0
30^一く33 (N)(N)(N)(N) a 1 a 81～く84 (N)(N)(N)(N)(N)(N) a
33～く36 (N)(M (N)(N) 0 3 0 84^一く87 (N)(N)(M (N)(N)(N) 0
36～く39 (N)(N)(N)(N) n 2 a 87～く90 (N)(N)(N)SN)(N)(N) 0
39～く42 (N)(N)(N)(N) n 1 0 90^一く93 (N)(N)(N)(N)(N)(N) 0
42～く45 (N)(N)(N)(N) n 1 0 93^一く96 (N)(N)(N)(N)(N)(N) a





























































































































































































































































































































1月 見大福 タピオカ澱粉の餅にマロンペーストを入れて蒸したもの 小中学校 互71不 明168.0
く0.3 as iz 77日間騰
















卵を調味料で味付け和えたもの 小中学校10723.078.0 10 iaa 1・1ぴ
5日間
聯
6三 色和え 茄でたほうれん草と煮込んだ人参、油揚げ、卵焼きを調味料で味付けし混ぜたもの 保育園26 59.] 48.0
7日間9
.2×10 賭
7ホ タテのクリー ム煮 ホタテの貝柱の酒蒸しに卵、油、塩を混ぜて
作ったクリー ムを加えてオーブンで焼いたもの 騰 30 79.032.5 2.0・Kデ 50 咽 び9羅
・螺 謬議 秀 編 ツ抄一徽 春雨㈱ けして妙め

















































































































































































































































































図15各 菌種 の1事件における患 者1人 当たり
平均賠償金額 の最低額('91～95年)
表18休 業補償契約施設において発生した食中毒における休業補償金の支払い状況
事件数 患者数 休業日数 休業補償金額(人)(日)(円)
1事件当たりの休業補償金額(円)
平均 最高 最低
98 5,943 523 47,967,856489,4687,176,0378,828
表19賠 償共済支払金から推定した199竃年～1995年に全国で発生した食中毒における損失額






























































































② 休業に対する損失額 2.033 489,468 1001000 1,459,000 zoos


























































































































萎響 辱欝灘 繋 講 犠騨欝謄
0157検査 培養 法1)2821712,g30
培 養 法1)+PCR法2)1587一
培 養 法1》+PCR法2,+ビー ズ法3}55一
Immun。assay4)100一

















































































































































































論 文 審 査 結 果 要 旨
衛生状態が改善 された現代においても,毎年2千 件,患 者数にして3万人を超える食中毒が発生 し
てお り,対応策の強化 と行政による適切な対応が求められている。本論文は長年,食 中毒対策の現場
である保健所に勤務 した経験を生かし,保健所等で取 りまとめられたデータ等をべ一スにして疫学的解
析を加えることにより,危害要因の解析手法や経済的損失の推定等を行った独創性豊かな研究である。
まず,世 界に先駆けて宮城県で発見された下痢性貝毒について,毒化海域 とその時期を把握 し,つ
いで,食 中毒患者が食:べ残 した貝の毒量測定結果 と患者の貝の摂食個数から発症毒量を推定す ること
により,安全性 レベルの設定に貴重な資料 を提供した。
また,過去に発生 した細菌性食中毒事例に関す る日本各地の保健所による調査報告書を収集 し,膨
大なデータを下痢,嘔 吐,発熱の各発生率及び患者多発潜伏時間を原因菌種ごとに集計 ・分類 ・整理 ・






料)の 患者1人 当た りの平均支払い金額 を菌種ごとに算出し,それを各菌種の症状の強度を示す指標
とした。次にこれを用いて,全国で発生 した細菌性食 中毒の経済的損失の一指標を提供 した。さらに,
腸管出血性大腸菌食中毒については医療費,看 護費用,検 査費用,給 食休止期間の未購入食材の費用
及びその間の給食従事者の人件費,施 設改善費等,さ らに詳細に経済的な影響を算出し,国内におけ
る食中毒による経済的損失の数少ない事例を提供 している。
以上のように,阿部和夫氏による本研究の成果は,独 創性に富み,か つ,本 分野の将来の研究に大
きく貢献するものである。審査員一同は,これを博士(農 学)の 学位を授与するに値するものと判定
した。
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